
　令和５年分   収支内訳計算書
住　　所

　 氏　　名

金額（円）

①

②

③

④

期　首 ⑤

期　末 ⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

リ

ヌ

ル

ヲ

ワ

カ

ヨ

タ

レ

ソ

ツ

⑬

⑭

⑮

⑯

西脇市

修 繕 費

肥料の購入費用

農産物の
棚 卸 高

収

入

金

額

計

雇 人 費

販 売 金 額

農 薬 衛 生 費

小 作 料 ・ 賃 借 料

利 子 割 引 料

租 税 公 課

素 畜 費

家 事 消 費

農業用資産の固定資産税、自動車税、水利費など

種もみ、種子苗などの購入費用

飼料の購入費

取得価額が10万円未満又は使用可能期間が1年未満の農具の購入費用

科　　　　　　目

種 苗 費

肥 料 費

農 具 費

④-⑤+⑥の金額

年末時の保有量に、収穫時の通常他に販売する金額を乗じて計算

雑 収 入

小 計

飼 料 費

諸 材 料 費

農業の生産及び販売のための常雇、臨時などの労賃、賄費など

地主に払う農地の借料、農業用建物、農機具の賃借料など

農業用建物、農機具、農業用車両などの償却費・減価償却費の計算方法は裏面に記載

農業に係る借入金の支払利息

専 従 者 控 除 額 専従者控除については裏面参照

出荷の際の包装費用、運賃や市場などに支払う手数料

土地改良事業の受益者負担金

上記以外の費用で農業に関連して支払う費用

作 業 用 衣 料 費

農 業 共 済 掛 金

専 従 者 控 除 前 の 金 額 ⑦-⑬の金額

荷 造 運 賃 手 数 料

⑧+⑨+⑩+⑪+（イ～ツの合計額）の金額

農機具、農業用車両、農業用建物などの修理に要した費用、車検代など

農業に要した電気、水道などの料金、灯油、ガソリンなどの燃料費

作業着、長靴などの購入費用

水稲、果樹、家畜などに係る共済掛金、農業用車両の保険料など

動 力 光 熱 費

所 得 金 額 ⑭-⑮の金額

ライスセンター使用料

土 地 改 良 費

雑 費

経

費

経 費 計

農薬の購入費用、共同防除費など

ビニール、縄、針金などの購入費用

（ 農 業 所 得 用 ）

子牛、子豚、ひななどの取得費及び種付費

減 価 償 却 費

具　 体　 的　 な 　計 　算 　方　 法 　・ 　内 　容 　等

農産物の種類ごとに1年間の販売金額（消費税、手数料を含む）を合計

自家用（贈答用を含む）消費した数量に、収穫時の通常他に販売する金額を乗じて計算

作業受託収入、補助金、共済金など

①+②+③の金額



 ○　減価償却費の計算

　　定額法の場合

　　　　平成19年４月 １日以後取得　⇒　取得価額×償却率　　　　　　　　　　　の計算で1年分の償却費の金額が算定できます。

取　得
年　月

耐　用
年　数

償却率
償　却
期　間

事業専
用割合

取得した
年　　月

⑶ ⑷
使用月数

⑺

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

年 12 ％

　【注】資産の取得が平成19年３月31日以前の場合は【⑴×0.9】の金額、平成19年４月１日以後取得の場合は取得価格【⑴の金額】を記入してください。

① 続　柄

②

⑻
【〈⑸＋⑹〉×

⑺】

1人につき50万円

  白色申告者の場合、生計を一にする親族（15歳未満の人、高校生や大学生、他に職業がある人などは除かれます。）のうちで、1年のうち6ヶ月を超える期間を農業に専ら従
事している人があれば、その専従者につき次表の①又は②の区分に応じ、それぞれの金額を必要経費に算入することができます。

事業専従者の区分 控除額

減　価　償　却　費　の　合　計　金　額

　年の途中で購入や廃棄したなどで1年中使用しなかった場合は、月割り按分する必要があります。

資 産 の 種 類 ・ 名 称

・

  減価償却費の計算は、償却資産別に決められた耐用年数表と減価償却資産の償却率表により計算します。

・

平成　　年分の
償　却　額（円）

・

・

農業用倉庫、農機具、車両
など10万円以上の取得資産

取 得 価 額 （円）
減価償却の基礎
となる金額（円）

⑴
（購入等の金額）

⑵
【注】

・

 ○　事業専従者控除額

・

⇒収支内訳計算書
の⑩へ記載

・

・

⑸
【⑵×⑶×⑷/12】

⑹

残 存 価 額 （円）

⑴ から　　年分までの償却
累計額を差し引いた金額

特別償却費（円）
平成　　年分の

経費算入額（円）

　　　　平成19年３月31日以前取得　⇒　取得価額×0.9×旧定額法償却率　

・

　 なお、必要経費に算入された控除額は、専従者の給与所得の収入金額とされます。また、事業専従者控除を適用した場合、
所得税の計算上、配偶者控除や扶養控除を適用することはできません。

事 業 専 従 者 の 氏 名 等

氏　　　名
※　専従者控除前の金額（収支内訳準備表の⑭）を専従者の
　数に１を加え数で除した金額が、左表の金額より少ない場合
　にはその少ない方の金額が控除額とされます。

配偶者である場合
①以外の者である場合

86万円


